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は じ め

トピイロウンカおよびセジロウンカの発生動態の長期
変動について渡遁ら(1994 ) は， 福岡県筑後市における
1951� 90 年の40 年間の誘殺数を解析し， 1980 年代にお
けるセジロウンカの飛来量の増加およびトピイロウンカ
飛来量の年次間変動の増大を報告した。 また彼らは両ウ
ンカの世代聞の増殖には大きくわけで三つのパターンが
あり， それぞれ①低い侵入密度と高い増殖率， ②低い侵
入密度と低い増殖率， ③高い侵入密度と低い増殖率， と
いった特徴があることを示し， ①と②の違いが生じる要
因のーっとして， セジロウンカでは明瞭ではないがトビ
イロウンカでは飛来時期の早晩の影響を挙げている。 こ
のようにイネウンカ類の飛来時期と飛来量の把握は， 飛
来後の増殖ノTターンを予 測するうえで肝要であり， さら
に飛来源における発生動態や飛来開始時期の情報が入手
できれば， イネウンカ類個体群管理戦略上重要な知見と
なる。

本報告では， 近年の飛来量変動の傾 向 と特徴を抽出

し， 気象解析やこれまでの報告とあわせてその要因につ

いて考察を行った。 さらに筆者らが進めている飛来時期

予 測のためのリアルタイム気象解析ソ フトの現状と， 気

象解析に関する新しい取り組みについても紹介する。 な

お， 本報告の一部は， 先に松村・渡遁(2002) が紹介し
た国際ワークショップ「東アジアにおけるトピイロウン

カの国際発生予察システムと管浬J(2001年 11 月 ， ベ

トナム， ハ ノ イ市 ) におげる報告に加筆したものであ

る。 飛来源地帯におけるイネウンカ類の発生動向につい

ては松村・渡遁(20 02) をあわせて参照されたい。

I 近年の飛来量 と 飛来時期の変動

解析には他地域に比較して飛来量の多い九州、|西部の5

地点， 筑紫野市( 福岡 )， 川副町( 佐 賀 ) . 諌早市(長

崎 )， 合志町(熊本 )， 鹿児島市(鹿児島 ) の予察灯誘殺

Recen t Mi gra tory Pa ttern s of R ice Plan thopper s and New 
Tec hn ologie s  of Wea ther Ana ly sis for Foreca sting T he ir 
Occurrence . By T om onar i W AT ANABE and Ke i T ANAK A  

( キ ー ワ ー ド :トピイロウンカ，セジロウンカ， 予察灯 誘殺数，
発生動態， 下層ジ ェ ット)

数を用いた。 誘殺数は農林水産 省植物防疫課による発生
予察ネットワークP FSおよ び JP P - NET に登録されて

いるデータを利用した。 ただしデータ登録が欠けている
期 間 も あ っ た た め， こ こ で は 1989 � 93年 お よ び

1997�200 1年の各 5年聞を対象とし， 両期間の違いを

考察した。 なお， 解析には誘殺数の実数に0 .5を加えて

対数変換した値を使用した。

各年次のふ7 月 誘殺数合計値の対数値を， 5地点で

平均した値を図- 1 に示した。 最も大きな特徴は 1999年
以降のトピイロウンカの激減である。 それに対してセジ

ロウンカの飛来量には明瞭な変化は見られなかった。 こ

のため 1989� 93年には同様な年次変動パターンを示し
ていた両種(相関係数 0. 97) がここ数年は独立した動

きを示している(相関係数 0.35)。

飛来時期にも大きな変化が見られた。 各地点における
セジロウンカの 6 月 飛来量の 6 ，7 月 総飛来量に占める割

合は 1989� 93年では5地点の平均値で5�20%であっ

たのに対し， 1998年以降すべての地点で56�70%と急

上昇した( 図2)。 地 点 ご と に 見 て も 1998 年 以 降 は

33�95%とほとんどの地点で総飛来量の半数から大部分

が 6 月 に飛来している。 トピイロウンカは 1997年以降

誘殺数がゼロの地点もあり， 値を計算できない年もあっ
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図 ー 1 九州 の 5 地点に お げる 6. 7 月の 予察灯によるイネ
ウ ン カ 類 総 誘 殺 数の 推 移。 198 9- 93 年 およ び
1997�2 001 年

. はセジロウンカ. 0 はトピイロウンカ。 縦軸は 誘

殺数十 0 . 5の 対数値.
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表-1 中 国南部 から九州に かけてふ 7 月に 下層ジ ェ ット が

発達した期間(平 均 日 数)と 6 月の 割合
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図-2 九州、|の 5 地点に おけるセジロウンカの 6 月 誘殺数

の ふ 7 月 総誘殺数に し める 割合 . 198 9�93 年 お

よ び 1997�2 001 年

値は 5 地点の 平 均値.

たが， 1989�93年には0 �30 %であった 6 月 飛来量の割

合が， 近年では飛来量の多かった 1998年には58�76%

と上昇し， セジロウンカと同様の傾向が読みとれた。

E 下層ジ ェ ッ ト 発達期間の変動

飛来源から我が国にイネウンカ類を移送する媒体と考

えられている下層ジ ェ ットの発達状況についてもその年

次 変 動 を 考察 し た。 解 析 に はSEIN O et al. (1987)， 
SOGAWA (1995)， 菖蒲・御厨(2000 ) などの報告ととも
にl P P - NET における毎日の風向風速図を参考にした。
l P P - NET の風向風速図を用いる場合は， 飛来源とみな
される中国南部から九州地域にかけて風速20 ノ ット以

上の強風域がl 日以上連続して発達した場合を， ウンカ
の移送に関連する下層ジ ェ ットの発達期間とみなした。

上記の予察 灯の解析年次とは少しずれるが， 1980 �90 
年と 1997�200 1年のふ7 月 の下層ジ ェ ット発達期聞を
比較する と 1980 年代 は 総 日数 が 15日なのに対して
1990 年代後半には 8 日に減少している(表ー1)。 この違
いは 1990 年代後半には7 月 の下層ジ ェ ットの発達日数
が 1980 年代に比べて平均で7 日減少したことによるも
ので， このため 6 月 の発達期間の割合が38%から 70 %
に相対的に増加した。

皿 イ ネ ウ ン カ 類の飛来量変動の要因

寒 川・渡漣(1989 ) は， 1985年までの予察 灯誘殺数
の解析からそれまでトビイロウンカの飛来量のピークは
7 月 上旬であることを示した。 1997年以降に7 月 の下層
ジ ェ ット発達期聞が減少したことは， 飛来源のトビイロ
ウンカ発生時期が変化していないとすると， ウンカを移

調査 年次 合計 6 月の 割合6 月 月一
4

4

ヴ'
一

Qd

q，“

0 .38 

0 . 70 
1 98 0� 90 年 5 . 6

1997�2 001 年 5 . 6

1 5 . 0  

8 . 0 

送する気象条件が整わなくなってきているのではないか

と推察される。 さらに 1997�200 1年の期間にトビイロ

ウ ンカとセジロウンカの飛来量の聞に相闘が見られなか

ったことは， トビイロウンカに特有な個体群変動要因が

影響していることを示唆する。 日本に飛来するトピイロ

ウンカ個体群の抵抗性品種に対する加害特性はここ 10

年ほどの聞に大きく変化している。 1988 � 90 年には抵

抗性遺伝子 Bph 1 を加害可能な個体の割合が増加し

(寒川 ， 1992)， さらに 1997年には bph 2を加害できる

割 合 が 急激に 増 加 し た(田 中， 2000 ; T ANAKA and 

MATSUM印刷2000 )。 これはトビイロウンカ抵抗性遺伝

子 bph 2をもっ品種の作付面積が飛来源地域で増大して

いることの反映であろうと推察されてい る(田 中，

2000 ; TANAKA and MA TSUMU RA， 2000 )。 またこれらの抵

抗性品種を加害できるトビイロウンカ(バイオタイプ )

の大発生が報告されていないこと(松村・渡港， 2002) 

は， 抵抗性品種によりトビイロウンカの増殖率の低下が

もたらされている可能性が高いことを示唆する。 さらに

ベトナム， 中国における本田殺虫剤の使用量が増加して

いること(松村・渡遁， 2002) も， トピイロウンカ発生
最の低下につながっていると思われる。 このように近年
のトビイロウンカ飛来量の減少には， 飛来源での発生量
の低下に加えて， 適切な時期にウンカを移送するのに適
した気象条件が発達しにくくなっていることも相乗 的に
影響しているのではないだろうか。

トビイロウンカに比べてセジロウンカの飛来量は大き

く減少していない。 松村・渡遺(2002) が報告している
ようにベトナム北部から中国南部にかけては， 近年作付
け品種の変化によると思われるセジロウンカの被害が増
大している。 セジロウンカの飛来量に下層ジ ェ ットの発
達日数の減少による影響が見られないのは， トビイロウ
ンカとは逆に飛来源地域における発生量の増大によるも
のかもしれない。

2002年については集計中であるが， トビイロウンカ

の飛来量に関しては前年同様であり， この4 年間極めて

低い発生量となっている。 今後は飛来源における①品種
の大幅な変更， ②抵抗性品種を加害できる個体群の出
現， ③薬剤抵抗性の発達な どが起こり得るかどうかが鍵
となる。 セジロウンカの発生動態変化については， 那波
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(1 991 ) により飛来時期と水稲移植時期両者の早期化に
よる個体群増加率の上昇が報告されている。 上に述べた
ように1990年代後半からは飛来時期の主体が6月にな
っており， 水稲の栄養生長期間中に l世代以上を経過で
きる場合には， 増殖個体によるl汲汁加害が水稲の初期j生
育の低下や籾数の減少をもたらす可能性がある。 両ウン
カとも東アジア各地の作付け品種の変選とその上での増
殖傾向の情報収集を進めることが， 日本における管埋戦
略策定上も極めて重要である。

W モニタリ ン グ技術

1 LLJON 
イネウンカ類の長距縦移動のl時期や範囲を推定するた

めには， 飛来源から日本にかけての気流の状態の把握が
有効で あ る(SEINO et a1.， 198 7) 0 LLJONは 波巡ら

(1 98 8 ， 1 991) が開発した高層(8 50 hPa) の強風域の
発達状態を確認するためのソフトLLJETの web対応
版である。 LLJONはJavaアプレツトとして作成され
ているのでソフトやデータのダウンロードを行う必要が
なく， ネットワークに接続されたコンピューグであれば
ブラウザを利用していつでもどこからでもアクセス可能
である(図 3)。 計算は農林 水産研究情報センターに6
時間ごとに蕃積されているリアlレタイム高層気象データ
から必要な観測地点を自動的に切り出して行うため， 最
新の情報が利用可能である。 ただし， リア/レタイム高層
気象データには， 異常値や欠測値もふくまれているが

LLJONには現在これらの値を補正する機能はない。
JPP-NETにおける下層ジェット解析ソフトでは欠測値
の補正が行われているので， JPP-NETが利用できる環

境であればそちらのほうがより正確な図を表示できる。
LLJONは利用ブラウザの使用言語により日本語表示

と英語表示を自動的に変更できるので， 海外からもアク
セスできる。 このことにより東アジア全域で同じ気象解
析図を見ながらイネウンカ類の移動実態をリアルタイム
に討議することも可能となった。

本ソフトはIJava による作物生育， 病害虫・雑草発
生予測jとして整備されつつあるモデル群の一つであ
る。 1 999年秋以降の高層気象データが利用可能なので，
興味の あ る方はht tp://ume. n arc.aff rc.go.jp rketana
k a/からアクセスしていただきたい。

2 気流解析の高度化

LLJETやLLJONはあるI回のある気圧面の風 向風
速データに基づいた気流の状況を表示できるが， イネウ
ンカ類の飛び立ち， 降落といった上下方向の移動につい
ては対応していない。 また解析区画の間隔は東西約150
km， 南北約12 5 km であり， 各地域内の飛来量分布な
どを考察することはできない。 TUllNER巴t a1. (1 999) 
は， 中国大陸から韓国にかけてのウンカの移動を予測す
るための気流のシミュレーションモデlレを作製している
が， 現在のところ過去のデータの解析にとどまってい
る。 そこで中央良業総合研究センターおよび九州沖縄農
業研究センターは， 日本原子力研究所とイネウンカ類移
動予測のための新たな解析システム開発の共同研究を開
始した。 日本原子力研究所では， 原子力事故時に起こり
得る放射性物質の大気拡散をリアjレタイムで予苦!付ーるた
めの計算システム WSPE EDI(Worldwide ver s ion of 
Sys tem for Pr巴cliction of E nvi ronm巴nt al Emergency 
Dose Inform ation ) を開発している(山海ら， 1997)。

図- 3 11�来源から日 本 に かけての高層 の 強風域を確認下 る ため の web版ソ フ ト

LLJONの t!\;lJ&'lj
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こ のシステ ム は数値気象予測 モ デル と 粒子の長距離拡散

モ デルを統合 さ せ た も の で あ り ， 現在 三宅島の火山性ガ

スの拡散予測 な ど に も 応 用 さ れ て い る。 WSPEEDIは

放射性粒子 の大気中 での移動 を シ ミ ュ レ ー シ ョ ン で き る

の で， こ の粒子 を ウ ン カ と 置 き 換 え る こ と に よ り ， 飛来

時期や飛来地域だ け で な く ， 飛来量 に 関 す る情報 も 推定

で き る と 期待 さ れて いる。 現在我々 は文献情報， 各地の

飛来量 デ ー タ を も と に こ の シス テ ム に ウ ン カ の 飛 び立

ち ， 移動， 降落の メ カ ニ ズ ム を組み込 む た め の改良 を 続

け て いる。

し か し イ ネ ウ ン カ 類の よ う に 他の害虫 に比べて研究例

の格段 に 多 い見虫で さ え ， 詳細 な移動予測 モ デル を 作製

するた め の基礎資料が充実 し て いる と は言い難い。 例 え

ば イ ネ ウ ン カ 類 の 連 続飛淘時 聞 に つ い て は， 大久保

(197 3) に よ り ト ビ イ ロ ウ ン カ 雌成虫 で最大 23 時間 と 報

告 さ れ て い る。 し か し S OGAWA (1995) に よれば， 九州

か ら 気流 を さ か の ぽる流跡線解析 の 結果 に は， 24 時間

で は 飛来源 に 達 し な い場合がある と い う 。 室内実験 と 気

象解析結果の食 い違 い に は ， ①野生虫 の連続飛均時聞 は

飼育虫 に比べて 長い， ②ウン カ は気流内 で絶 え ず、飛朔行

動 を 行 っ て いるわ け で は な く 滑空 し て いる こ と も ある，

③ウ ン カ が移動 し て いる高度や風速が我々 の仮定 と 異 な

っ て いる， な ど の様々 な仮説が考 え ら れるが， 現時点 で

証明 さ れて いる も の は な く ， 観測手法 も 含 め て 昆虫の移

動に関する生物的， 生態的知見の さ ら なる蓄積が望 ま れ

る。 ま た 飛来源地域の詳細 な特定 と 発生面積， 飛び立 ち

密度 な ど の推定の た め の詳細 な情報 も 欠 け て いる。 我々

は松村 ・ 渡遜 (2002) が紹介 し た 国際 ワ ー ク シ ョ ッ プな

どか ら 飛来源の発生情報 を得る努力 を 行っ て いるが， 具

体的 な デー タ は 得 に く い の が現状である。 精度 の 高 い リ

ア ル タ イ ム モ ニ タ リ ングを進めるた め に は発生動態情報

の 国際ネ ッ ト ワ ー ク が必要 と な っ て く る。

お わ り に

予察灯 に よる害虫 の誘殺数調査 は単純で地道な作業で

あ り ， 機器 の保守管理 に も コ ス ト がかかる。 し か し ， い

っ た ん調 査が中断した り ， 調 査精度が落 ち た場合， そ の

期間の デー タ は復元 の す べ が な し さ ら に精度 を 回復す

るた め に は 多 大 な 時間 と コ スト が必要 と な る。 渡港 ら

(1994) が解析 に 用 い た 福岡県筑後市 の 予 察 灯 は ， 担 当

研究室 の 移転 に 伴 い 1990 年 に 調 査 が 中 止 さ れ た 。 そ の

た め 同地点 に お けるそ の後の発生動態 と の比較 は不可能

である。 韓国 で は 15 0 地点で予察灯 調査 を 行 っ て い るが

1990 年以降 そ の 精度 が低下 し て お り ， そ の 原 因 と し て

調査地点 の都市化 に よる光環境 の変化， 調査者 の害虫同

定能力 の低下， 調査実施主体である行政区 の サ ポ ー ト 不

足 な どが挙げ ら れて い る (UWVI and HAN， 2000) 。 こ の た

め韓国農村振興庁で は 予察員教育 プ ロ グ ラ ム を 実施する

と と も に ， イ ン タ ー ネ ッ ト を 通 じ た イ ネ ウ ン カ 類同定支

援 ソ フ ト の 開発 を 進 め て い る (KIM et al .， 2001 ) 。

長期間継続的 に 蓄積 さ れた デ ー タ は， 害虫の 発生動態

の変遷 と そ の 要因解析 と と も に ， 発生予察 の た め の発生

動態パ タ ー ン の類型化 な ど に 欠 かせ な い 資料である。 コ

ン ピ ュ ー タ やイ ン タ ー ネ ッ ト を駆使 し た 新 し い 発生予察

技術の進展 も ， 堅実 に 蓄積 さ れ た 発生予察 デ ー タ の 上に

成 り 立つ も の で あ り ， 他の 国 々 と の情報交換が進 め ら れ

れば， さ ら に そ の 重要性 は増す も の と 期待 さ れる。
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